
 

 

人事行政の運営等の状況について        

 地方公務員法及び米沢市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、職員数、職員の給与、

勤務条件等について、その概要をお知らせします。 

問合せ：総務課人事研修担当 ℡２２－５１１１ 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

  令和２年度の職員数は、令和元年度より１６人増となりました。 

  表１ 部門別職員数（平成３１年及び令和２年４月１日現在・教育長を除く。） 
区分 

部門 

職員数（人） 対前年度 

増減数（人） 
対前年度増減数の主な理由 

平成 31年 令和 2年 

一
般
行
政 

議 会 8 8   

総 務 118 119 1 業務量増に伴う職員補充 

税 務 46 44 －2 業務改善に伴う職員減 

民 生 76 80 4 業務量増に伴う職員補充 

衛 生 33 33   

労 働 2 2   

農 水 33 33   

商 工 20 22 2 業務量増に伴う職員補充 

土 木 53 54 1 業務量増に伴う職員補充 

小 計 389 395 6  
特
別
行
政 

教 育 102 100 －2 業務改善に伴う職員減 

公
営
企
業
等 

病 院 403 414 11 業務量増に伴う職員補填 

水 道  30  30   

下水道 10 10   

その他 38 39 1 業務量増に伴う職員補充 

小 計 481 493 12  

合 計 972 988 16  

  表２ 職員の採用・退職の状況（令和元年度） 
区 分 事 務 職 医 療 職 技能労務職 計 

採 用 25人 36人  0人 61人 

退 職 17人 35人  3人 55人 

 

２ 職員給与の状況 

   職員の給与は、国家公務員や他の地方公共団体等の職員の給与を参考に、市議会の審議を経て条例

で定められています。 

  表３ 平均給料月額・平均年齢（令和２年４月１日現在） 

区分 
米沢市 国 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 323,600円 42.2歳 327,564円 43.2歳 

技能職 323,500円 45.9歳 287,283円 50.9歳 

  表４ 一般行政職の経験年数別・学歴別平均給料月額（令和２年４月１日現在） 
区分 10年以上 15年未満 15年以上 20年未満 20年以上 25年未満 

米沢市 
大学卒 279,700円 327,400円 356,800円 

高校卒 237,300円 289,500円 323,800円 

国 
大学卒 294,800円 335,900円 371,900円 

高校卒 242,700円 283,500円 326,000円 

 表５ 職員手当の状況 

   (1) 時間外勤務手当（令和元年度普通会計） 
区分 支給総額 1人当たり支給額（年） 

平成 30年度 1億 5,375万円 32万 2千円 

令和元年度 2億 4,068万円 49万 3千円 

 



 

 

   (2) 期末・勤勉手当等の支給率（令和元年度） 

区分 ６月期 １２月期 計 備 考 

期末手当 1.275月分 1.275月分 2.55月分 職制上の段階・職務の級

等による加算措置有 勤勉手当 0.9月分 0.95月分 1.85月分 

寒冷地手当 世帯主区分、扶養親族の人数により月額 7,360～17,800円を 11月から翌年３月に支給 

   (3) 退職手当（令和元年度） 
区分 米沢市 国（Ｈ31.1.1～） 

支
給
率 

勤続年数 自己都合 早期退職・定年 自己都合 早期退職・定年 

20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分 

25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分 

35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分 

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分 

その他の加算措置 国と同じ 定年前早期退職特例措置（2%～45%加算） 

  1人当たり    

平均支給額 

1,708万円 

（退職手当が支給された職員の平均支給額） 

 

(4) 特殊勤務手当（令和元年度普通会計） 
支給対象職員 1人当たり平均支給額 年額 13,534円 

手当の種類 11種類 

代
表
的
な
手
当 

支給額の多い手当 

福祉業務手当 

税等徴収手当 

特別天然記念物保護手当 

清掃作業手当 

   (5) 扶養・住居・通勤手当月額（令和２年４月１日現在） 
扶養手当 配偶者 6,500円、子 10,000円、父母等 6,500円 

住居手当 借家 上限額 28,000円  

通勤手当 
住居から勤務公署まで 2km以上の職員に対して支給 

交通機関使用 上限額 55,000円 ・ 交通用具使用 上限額 28,300円 

    扶養手当・住居手当は国と、通勤手当は県と同じです。 

  表６ 特別職の給料・報酬等の状況（令和２年４月１日現在） 
区分 給料・報酬月額 期末手当 

給  料 

市 長 909,000円 

６月期 
 

1.65 

月分 

12月期 
 

1.65 

月分 

合 計 
 

3.3 

月分 

給料または報酬月額の

140/100 の額を基礎と

する。 

副市長 760,000円 

教育長 669,000円 

代表監査委員 520,000円 

報  酬 

議 長 495,000円 

副議長 450,000円 

議 員 420,000円 

  

３ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

  表７ 勤務時間等の状況（令和元年度） 
市役所本庁の場合 月曜日～金曜日（休日を除く）８：３０～１７：１５ うち休憩時間 1時間 

表８ 年次有給休暇の状況（平成３１年１月１日～令和元年１２月３１日） 
休暇等の名称 付与日数または制度概要 取得状況 

年次有給休暇 １暦年につき 20日付与、最大 20日まで翌年繰越し可 １人当たり 9日 4時間 

表９ 病気休暇の状況（令和元年度） 
休暇等の名称 付与日数または制度概要 取得状況 

病気休暇 
負傷・疾病で療養の必要があり、勤務しないことがやむを得ないと

認められる場合に与えられる有給の休暇 
連続７日以上取得者 45人 

  表１０ 育児休業の状況（令和元年度） 
休暇等の名称 付与日数または制度概要 取得状況 

育児休業 子が３歳に達する日までの期間を限度とした無給の休業 
取得者 男 0人・女 15人  

平均取得日数 346日 

 



 

４ 分限及び懲戒処分の状況（令和元年度） 

  分限処分とは、職員が職務を十分に遂行できない場合等に、

公務の能率維持と適正運営を目的として、本人に不利益をも

たらす処分で、降任、免職、休職、降給の 4種類があります。 

  懲戒処分とは、職員の非違行為に対する道義的責任を追及

し、公務秩序の維持を目的とした処分で制裁的な意味があり、

戒告、減給、停職、免職の 4種類があります。 

 

５ 服務の状況（令和元年度） 

  地方公務員法では、職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行に当たって

は全力を挙げてこれに専念しなければならないと規定しています。この基本原則を実現するため、営利

企業等の従事制限、政治的行為の制限等の様々な義務が職員に課せられています。 

                         表１３ その他の服務の状況 
項目 違反件数 

政治的行為の制限 0件 

争議行為等の禁止 0件  
 

６ 研修及び勤務成績の評定の状況（令和元年度） 

  人事行政の公正な基礎資料の一つとするために、年１回全職員について勤務成績の評定を行ってい

ます。評定はすべて点数化され、本人の適性に合わせた職場への配置や指導管理、人材育成等に役立

てています。 

  表１４ 職員研修の実施状況（令和元年度に実施した主なもの） 

   (1) 職員研修 
種類 概    要 

基本研修 初級研修、中級研修、上級研修、監督者研修、管理者研修等（178人） 

特別研修 交通安全研修、全庁研修等（797人） 

派遣研修 自治大学校、市町村職員中央研修所、東北自治研修所等（80人） 

その他 ＪＳＴ指導者養成研修等（11人） 

    ※総務課が管理している研修項目の集計です。 

  (2) 医療職員研修 
種類 概    要 

全体研修 医療安全研修会、臨床検査科研修会等 

所
属
別 

診療部 救急外来レクチャー、医局研修会 

診療技術部・薬剤部 月例研修会、機器取扱説明会、科内学習会、部内研修会 

看護部 わかば研修、ふたば研修、クローバー研修、プリセプター研修等 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況（令和元年度） 

  ・定期健康診断受診者数  877人 

  ・VDT作業従事者眼科健康診断受診者数  116人 

   （VDT作業…コンピュータの端末等を使用してデータの入力等を行う作業） 

  ・米沢市職員厚生会の主な事業  人間ドック・脳ドック受診助成 46 人 ／ 宿泊施設利用助成 

288人 ／ 親睦会活動助成金 978人 ／ 鑑賞助成 302人 

   ※本市では、米沢市職員厚生会において職員の福利厚生事業を行っています。 

  ・公務災害補償申請件数  21件 

  ・公平委員会の業務の状況 条例第５条各号に該当する公平委員会の報告事項はありませんでした。    

た。 

種類 件数 事由 

分限 休職  7件 心身の故障による休養 

懲戒 減給  1件 暴行・傷害 

許可数 主な事由 

51件 農業・アパート経営等 

表１２ 営利企業等従事許可の状況 

表１１ 分限及び懲戒処分の状況 


